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 本研究は，衝撃荷重を受けるコンクリートに発生する破片の飛散現象に焦点を当て，その飛散エネルギ

ーについて基礎的な実験によって調べるとともに，解析的予測手法について検討したものである．すなわ

ち，数種類のコンクリート標準供試体に対する急速載荷実験を行い，コンクリートの骨材寸法や強度特性

などが破片の形状，質量，速度等に及ぼす影響，およびコンクリートの破壊エネルギーに対する破片の運

動エネルギーの変換率について調べた．続いて，個別要素法を用いて解析を行い，飛散シミュレーション

への適用性について検討した． 

 

     Key Words : high speed loading, concrete specimen, fragment scattering, 3-dimensional distinct 

element method 

 
 

 

1.  緒 言 

 

コンクリート構造物が衝撃作用を受ける場合，構造破

壊に至る前段階として，表面破壊，裏面剥離，衝突物の

貫入・貫通などのコンクリート片の飛散現象を伴う破壊

形態が生じる1)．この局所的な破壊は，構造全体の安全

性に直接影響することは少ないが，破片によって構造物

近辺にある設備や人命の安全性を脅かすことがある．例

えば，ヘリコプター墜落事故において，その衝撃で墜落

位置から60m離れた民家までコンクリート片が飛散した

ことが報告されている2)．また，温泉施設爆発事故では，

コンクリート片が半径75mに渡って飛散したことが報告

されている3)． 

衝撃作用には，主として爆発作用と物体の衝突作用が

あり4)，いずれの場合もコンクリート片が飛散するが，

その予測を意図した研究はあまり多くない．関連するも

のとしては，爆発荷重下におけるコンクリートの応答に

ついて，田中らの研究5), 6)など，いくつかの研究が行わ

れている．しかし，これらの研究は表面破壊や貫通孔の

発生限界を予測することを目的としているので，表面破

壊などの形成に伴って生ずる飛散片の推定に資するデー

タは得られていない．なお，技術資料としては，アメリ

カ合衆国連邦緊急管理庁が作成したFEMA426
7)において，

爆発作用を受けた建物の破片の大きさや飛散する距離に

ついて言及されており，アメリカ国防総省のDoD 6055.9-

STD
8)では，爆発によるコンクリート版の裏面剥離に対

する防護対象物の離隔距離が定められているとともに，

致命的な傷害を与える運動エネルギーの臨界値として

80Jという値が示されている． 

一方，物体の衝突においても修正NDRC式9), 10)に代表

される局所破壊に関する多くの国外研究11)や，国内でも

伊藤ら12)や内田・大野13)の研究があるものの，これらの

現象に伴って生ずる破片の飛散についての検討は行われ

ていない． 

ところで，近年の数値解析技術の発展に伴って，構造

実験の成果は実験予測式としての集成を図るとともに，

数値シミュレーション技術としての成熟を図ることも重

要となってきた．動的構造解析の一手法である個別要素

法は解析媒体を剛体要素の集合体と考え，個々の要素ご

とに独立した運動方程式を解くことにより，要素の挙動

を数値的に解析するものである 14)．この手法は，Cundall 

& Strack15)によって提案され，壁面を有する岩塊群の解析
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などに適用された後，粒状体や流体の力学的挙動の数値

解析に適用されている 16)～18)．また，要素間ばねに固体

としての性質を与えることで，固体の破壊現象にも適用

されている 19)～24)．衝撃作用を受けるコンクリート構造

物への適用も試みられ 25)，個別要素法は衝撃作用を受け

るコンクリート構造物の破砕片のシミュレーション解析

への適用性が高いと考えられる．しかし，コンクリート

版やはりでは衝撃作用による部材への入力エネルギーを

正確に計測することが難しく，飛散片との関係および飛

散現象を再現できる構成則を検討することは困難である． 

このような観点から，著者らはコンクリート構造物の

解析法を研究するため，まず三次元個別要素法の解析プ

ログラムを作成し，円柱供試体を対象として静的載荷時

のモール・クーロンの破壊基準の形状や粘着力と摩擦角

が破壊形態に及ぼす影響について検討した25)．さらに，

高速載荷を受けるコンクリート供試体の破壊挙動への個

別要素法の適用を試みるなどの検討を行っている26), 27)．

しかし，実験結果との比較を通じての検討は行われてい

ない． 

そこで本研究は，まず，直径10cm，高さ20cmの円柱

供試体を用いて，供試体に与える荷重および入力エネル

ギーが正確に計測できる急速載荷装置を用いて供試体の

破壊および破片の飛散に関する実験を行い，入力エネル

ギーと飛散片の運動エネルギーの関係について検討した．

次に，個別要素法により急速載荷実験の飛散現象のシミ

ュレーション解析を行うことにより，そのシミュレーシ

ョン能力，特に飛散エネルギーの再現性について検討を

行ったものである． 

 

 

2.  静的一軸圧縮・一軸引張実験 

 

(1)  供試体 

急速載荷実験を行うに先立ち，供試体の静的な圧縮破

壊実験と，コンクリートの破壊メカニズムに強い影響を

与えると考えられる引張実験を行った． 

飛散片の大きさは幾何的に粗骨材寸法により，また，

飛散速度は入力されたエネルギーの解放，すなわち強度

および軟化特性に影響を受けると考えた．よって，表-1

に示すような，4 種類のコンクリート強度(20，25，30，

40N/mm2)と，3 種類の最大粗骨材寸法(10，20，25mm)を

組み合わせ計 12 種類の供試体を用いた．ただし，最大

粗骨材寸法は間接的にコンクリート強度にも影響を及ぼ

すので，以降は水セメント比と最大粗骨材寸法を因子と

して分析する．なお，最大粗骨材寸法 20mm，25mm の

粗骨材は石灰岩の砕石，10mm の粗骨材は川砂利であり，

セメントには普通ポルトランドセメントを用いた． 

静的一軸圧縮載荷実験と後述する急速載荷実験では直

径 10cm，高さ 20cmの標準形状のコンクリート円柱供試

体を用いた．一方，静的一軸引張実験は，直径 10cm，

高さ 10cm の円柱供試体で，高さ 5cm の位置に，幅

0.3cm，深さ 0.8cmの切欠きを有するものである． 

 

(2)  静的実験要領 

静的圧縮実験は図-1 に示す要領で各ケース 3 回実験

を行った．荷重は下面のロードセルの値を計測し，変位

表-1 コンクリート配合表 

供試体名 

粗骨材 

寸法 

(mm) 

水セメント比 

W/C 

(%) 

空気量 

(%) 

スランプ 

(cm) 

細骨材率 

s/a 

(%) 

単位量 (kg/m3) 7日 

強度 

(N/mm2) 

28日 

強度 

(N/mm2) 
水 

W 

セメント 

C 

細骨材 

S 

粗骨材 

G 

G10-W/C66 10 66.7 8 5.5 40.6 185.0 277.5 734.4 1018.6 17.8 26.9 

G10-W/C57 10 57.1 8 7.5 40.1 185.0 323.8 710.7 1003.4 21.6 29.4 

G10-W/C50 10 50.0 8 10.0 39.8 185.0 370.0 689.5 986.0 31.0 40.3 

G10-W/C40 10 40.0 8 12.0 39.3 185.0 462.5 651.3 946.9 34.2 44.9 

G20-W/C66 20 66.7 6 9.0 45.6 165.0 247.5 859.4 1004.3 15.9 21.9 

G20-W/C57 20 57.1 6 7.5 45.1 165.0 288.8 835.3 994.0 21.7 32.0 

G20-W/C50 20 50.0 6 10.0 44.8 165.0 330.0 813.6 981.3 30.1 36.3 

G20-W/C40 20 40.0 6 12.0 44.3 165.0 412.5 774.9 951.5 45.0 51.4 

G25-W/C66 25 66.7 5 8.0 43.6 160.0 240.0 829.9 1067.2 12.7 18.1 

G25-W/C57 25 57.1 5 9.0 43.1 160.0 280.0 806.8 1057.0 18.3 25.6 

G25-W/C50 25 50.0 5 12.0 42.8 160.0 320.0 786.2 1044.4 22.6 32.3 

G25-W/C40 25 40.0 5 11.0 42.3 160.0 400.0 749.6 1014.7 34.5 44.9 

 

供試体

渦電流式変位計

ロードセル

ひずみゲージ

 
図-1 静的一軸圧縮実験要領 

 

土木学会論文集Ａ Vol.65 No.3,683-701,2009.8

684



 

 

については，ひずみゲージに加えて，上下面の変位差を

渦電流式変位計によって計測した．なお，静的圧縮実験

のひずみ速度は 1.2×10-6 (1/s)である． 

静的引張実験は，松尾・金津の行った直接引張実験 

法 28)を用いた．図-2(a)に示すように，切欠きを施したコ

ンクリート供試体をエポキシ樹脂で鋼製冶具に貼りつけ，

これを上下から直接引張力を与えて破壊するものである．

載荷速度は 1.0×10-3 (mm/s) [平均ひずみ速度 1.0×10-5 (1/s)]で

あり，各ケース 3回実験を行った．この際，引張力は直

接供試体に与えずに，図-2(b)に示すような 4本の鋼棒で

連結された冶具を介して与えられる．すなわち，コンク

リート供試体に与えられる引張力は次式によって求めら

れる． 

 
SWC

PPP −=  (1) 

ここで，
C

P ：コンクリート供試体の受ける引張力，

W
P ：冶具全体に加えられた引張力，

S
P ：鋼棒の分担す

る引張力であり，鋼棒の分担する引張力
S

P は，理論的

に次式となる． 

 
SSSS
εAEP =  (2) 

ここで，
S

E ：鋼棒のヤング率，
S

A ：鋼棒の総断面積，

S
ε ：鋼棒のひずみ． 

ただし，実験上の誤差を確認するため，事前にコンク

リート供試体がない状態で荷重とひずみの校正値をとっ

ておき，ヤング係数にはその校正値を用いた．ちなみに，

コンクリートの引張破壊には 0.2mm 程度の全変形量が

必要であるが，伸び量 0.2mm における鋼棒は十分に弾

性範囲内であることも事前実験で確認している．よって，

コンクリート供試体の軟化挙動にかかわらず，全体の荷

重
W

P は硬化型非線形応答となり，力学的安定域で実験

が行われる．全変形量は鋼棒のひずみゲージ，切り欠き

の開き(開口量)は πゲージにより計測した．なお，引張

実験時のコンクリートの材齢は 110日～130日である． 

 

(3)  静的実験結果と考察 

図-3 に静的圧縮実験における水セメント比 66%と

50%の供試体における全ての荷重～変形関係を示す．図

-3(a)の W/C=66%の場合，最大粗骨材寸法が 10，20，

25mm と大きくなると文献 29)に示されているように最大

荷重(強度)が低下し，軟化勾配がやや小さくなる傾向が

見られる．また，図-3(b)の W/C=50%の場合にも，最大

粗骨材寸法の増大に伴って強度が低下している．ただし，

図-3(a)，(b)における同一最大粗骨材寸法の荷重を比較す

ると水セメント比を小さくすることによる強度増加が明

瞭に現れている．ちなみに，いずれの場合も同一実験パ

ラメータにおける再現性は高い． 

図-4 には，静的引張実験の応力～変位関係を示す．

ここで，変位はひずみゲージから得られる鋼棒の変形量

である．また，図中の上側横軸には変位に対応した πゲ
ージから得られる開口変位を示している．図-4(a)～(f)は，

図-3(a)，(b)に対応した水セメント比および最大粗骨材寸

法のものである．0.01mm 程度の小さな荷重増加領域の

後，0.1mm～0.15mmの範囲で軟化領域を有する非線形挙

動を示す．ちなみに，この軟化領域のゲージから得られ

る鋼棒の変形量と πゲージから得られる開口量はほぼ一

致しており，見かけ上開口しているにもかかわらず抵抗

力が残存していることになる．ケースごとの荷重～変形

関係は，図-3 に示した圧縮載荷に比して，コンクリー

トの引張載荷時にはばらつきが大きいことがわかる．た

だし，図-5 に示した引張強度については，各供試体の

ばらつきは大きいが，平均値(◆)の傾向として，水セメ

ント比が小さいと引張強度は大きくなる．また，水セメ

ント比 57，66%の場合は，最大粗骨材寸法が大きいと引

張強度は大きくなり，水セメント比 57，66%の場合の引

張強度は，最大粗骨材寸法 25，10，20mm の順であるこ

とがわかる． 

図-6 には，供試体の引張応力～開口量関係の積分か

ら得られた引張破壊エネルギーを示す．この場合も，最

 

コンクリート
供試体

πゲージ鋼材ゲージ

WP

CP
SP SP

SP SP

WP

φ32mm

鋼棒

10cm

5.5cm

5.5cm

10cm

切欠き 0.3cm

断面φ8.4cm

鋼材
冶具

CP

 
 (a) 供試体 (b) 全体 

図-2 静的一軸引張実験要領 
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(b)  W/C=50% 

図-3 荷重～変形関係(静的一軸圧縮) 
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大粗骨材寸法が大きく，水セメント比が小さい方が引張

破壊エネルギーが増加する傾向が見られる．また，各供

試体のばらつきは，さらに大きくなっている．なお，後

述する解析において引張破壊エネルギーはコンクリート

の破壊性状に大きな影響を及ぼすので，各データの平均

と標準偏差をまとめると，表-2 のようになり変動係数

にして 30～60%程度のばらつきがあることがわかる． 

 

 

3. 急速載荷・飛散実験 

 

(1)  実験要領 

表-1 に示すコンクリート供試体を用いて，急速変形

載荷装置を用いた急速載荷実験を行い，飛散する破片の

性状を調べた．急速変形載荷装置 30)は，図-7 に示すも

ので，油圧と窒素圧用いて供試体の抵抗力にかかわらず

安定した変位速度を与えるものである．  

急速載荷実験は，図-8 に示すような載荷と計測シス
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図-4 応力～変位関係(静的一軸引張) 
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表-2 引張強度と引張破壊エネルギーの平均と標準偏差 

 引張強度(N/mm2) 引張破壊エネルギー(J/m2) 

  平均 標準偏差 平均 
標準偏差 

(変動係数)
平均 標準偏差 平均 

標準偏差 

(変動係数) 

G10-W/C66 1.09  0.79  34.23  19.14  

G20-W/C66 1.12  0.44  57.24  24.60  

G25-W/C66 1.39  0.22  

1.20 
0.59 

(0.49) 

62.85  34.07  

51.44  
31.18 

(0.60) 

G10-W/C57 0.71  0.16  38.80  11.84  

G20-W/C57 1.51  0.75  67.36  35.59  

G25-W/C57 2.18  0.39  

1.47 
0.83 

(0.56) 

115.68 21.87  

73.95  
42.89 

(0.58) 

G10-W/C50 2.03  0.64  106.75 33.95  

G20-W/C50 1.56  0.38  65.70  21.84  

G25-W/C50 2.89  0.48  

2.16 
0.80 

(0.36) 

174.33 73.85  

115.59  
70.09 

(0.60) 

G10-W/C40 2.36  1.34  145.36 74.83  

G20-W/C40 2.11  0.34  121.74 57.90  

G25-W/C40 2.49  0.31  

2.32 
0.88 

(0.38) 

196.89 53.02  

154.66  
74.29 

(0.48) 
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テムを用いて行った．すなわち，荷重はロードセル(応

答周波数 30kHz)によって上下面の値を計測し，変形量

については，ひずみゲージに加えて，上下に取り付けた

渦電流式変位計(応答周波数 20kHz)の変位差によって計

測し，これらを 100µ秒間隔 16Bitに処理保存した．なお，

急速載荷実験時のコンクリートの材齢は 56 日～58 日で

ある．また，各ケース 3回実験を行った． 

図-9 に典型的な変形・荷重～時間関係を示す．これ

より，最大強度までは約 0.36m/s，軟化領域では約 1.9m/s

の速度(ひずみ速度 sec)/1(5.9≈ε& )で載荷されているこ

とがわかる． 

また，破片の飛散方向と距離は，図-10 に示すように

載荷供試体を中心から 0.6m 離れた衝立以外の開放され

た方向には破片が自由に飛び散るようにして，破片ごと

の飛散後の落下位置 ),( yx図中の を計測した．その後，

各破片の質量と図-11 に示す長径と短径を計測した．な

お，各破片の飛散位置関係の信頼性を確認するため写真

-1 に示すように，計測された破片の再組み立ても行っ

た．ちなみに，回収された供試体の重量は，載荷前の重

量の 76～93%であった． 

各破片の飛散速度は図-10 に示すように正面に設置し

た高速ビデオカメラ(3000 コマ/sec)の画像を用いて，図-

12 に示すような画像解析を援用して求めた．ただし，

回転エネルギーは含まず，並進方向の運動エネルギーを

求めるものとした． 

1) まず画像中にある任意の破片 1つの形状等から，図-

10 で示したプロットした破片との位置関係を明らか

にする． 

2) その破片が確認できる画像 5～10 コマを用いて，時

刻歴に応じ画面中を移動する位置座標 ),( zx を求め

る． 

3) 各画面間における速度を次式により求める． 

 
222

xxxt
vvvv ++=  (3-a) 

 
t

xx
v ttt

x ∆
−

= ∆+  (3-b) 

 
αcos

x

y

v
v =  (3-c) 

 
t

zz
v ttt

z ∆
−

= ∆+  (3-d) 

図-7 サーボ制御式 図-8 急速載荷実験要領 
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図-10 破片の飛散計測(平面図) 
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 図-11 破片長の計測 写真-1 再組み立て 
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図-12 速度算定画像解析 
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 (a) G10-W/C66 (b) G20-W/C66 (c) G25-W/C66 

  
 (d) G10-W/C50 (e) G20-W/C50 (f) G25-W/C50 

図-13 圧縮荷重～変形関係(急速) 
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ここで，
t

v ：時刻 t における飛散片の並進方向の速度，

x
v , y

v ,
z

v :それぞれ速度の x , y , z 方向成分，
t

x ,
t

z ：

時刻 t における位置，α :破片の飛んだ水平方向成分の

x 軸との角度(図-10参照)， t∆ :画像1コマの時間差． 

 

(2)  実験結果と考察 

a) 荷重～変形関係 

図-13 に急速載荷実験で得られた荷重～変形関係を示

す．各供試体の再現性については，全体的に良い再現性

の荷重～変形関係が得られている．その形状は，3000µ

付近のひずみでピークを迎えた後に急激に抵抗力を失い，

強度の 30%程度の荷重に達すると，その後は下に凸な滑

らかな曲線で荷重が減少しており，参考までに示した静

的実験の荷重～変形関係を相似的に拡大したような形状

となっている．すなわち，ひずみ速度効果 30)が見られる． 

図-14 には，全実験結果の最大荷重を示す．いずれの

最大粗骨材寸法においても，水セメント比を 66%から

40%に小さくすると強度が明瞭に増加しており，その比

率は水セメント比 66％の強度に対して水セメント比

40％のものは 1.8～2.5 倍となっている．一方，同じ水セ

メント比に対する最大粗骨材寸法の影響は，10mm に対

して 25mm のものは，10N/mm2程度低下しているなど，

粗骨材寸法が小さくなるほど強度が小さくなる． 

軟化領域の勾配は，最大荷重までに蓄えられたひずみ

エネルギーを解放する度合いを表わし，破片の運動エネ

ルギーに影響を及ぼすと考えられる．すなわち，後述す

る解析における構成則パラメータとして使用可能な定量

化が必要である．そこで，図-15 に示すように荷重が変

形に対してほぼ直線的に低下する区間として，最大荷重

の 95%点から 40%点を結ぶ線から得られる勾配を 1ζ と

し，また最大荷重の 20%点から 5%点を結ぶ線から得ら

れる勾配を 2ζ と定義して算出した．図-16 に各供試体

の軟化勾配( 1ζ )を示す．これより，水セメント比が小さ

くなると軟化勾配は大きくなることがわかる．また，最

大粗骨材寸法が大きいと軟化勾配は小さくなる傾向があ

る．すなわちコンクリート強度が大きいほど軟化勾配は

大きい傾向がある． 
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図-15 軟化勾配の定義 
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b) 入力エネルギー 

図-13で示した荷重～変形関係を積分することにより，

急速載荷装置から供試体に入力されたエネルギーが求め

られる．このエネルギーの一部が飛散片の運動エネルギ

ーに変換され，残りはコンクリート内で消費されるひず

みエネルギーに変換される．図-17に各供試体の静的お

よび急速載荷実験における入力エネルギーを示す．図-

14で示した最大荷重に対するひずみ速度効果と同様に，

同一供試体では静的荷重に対して明瞭に入力エネルギー

が増加しており，その比率は1.4～2.0倍程度である．こ

の場合も，水セメント比が小さくなると入力エネルギー

は増加し，最大粗骨材寸法が大きくなると入力エネルギ

ーが小さくなっている．参考までに，静的実験では，飛

散する破片は発生しないので，入力エネルギーは荷重増

加時には，主として弾性的に蓄積されたひずみエネルギ

ーに，その後はひび割れなどの破壊に伴うエネルギーに

費やされたことになる． 

c) 供試体の破壊形状および破片の形状 

写真-2 に実験後の破壊の状況を示す．写真-2 (a)に示

すように，静的実験においては，斜めせん断破壊線が形

成されて破壊するが，急速破壊では粉々に破壊して飛び

散る．それを集めて並べると写真-2 (b)のようになるが，

急速載荷実験では上下に明瞭な円錐形の塊が残されて，

その他の大きな破片は細長い形状に，小さなものはやや

肉太の細長い形状の破片となっている．参考までに，飛

び散った場所のスケッチを示すと図-18 のようになる．

自由に飛散した破片は遠いもので 1.5m 程度まで飛んで

おり，飛散せずに落下する上下の円錐コーン状の 2つの

塊を除いて破片の大きさと飛散距離に明瞭な関係は見出

せなかった． 

形状を分類するために，図-19 には質量～長径関係を

示す．図中の破線は球形を仮定したものであり，実線は

短径と長径の比が 4.5 倍となる楕円球を仮定したもので

ある．これより，標準供試体の圧縮破壊の場合，最大粗

骨材寸法にかかわらずほとんどの破片が細長い形状をし

ており，全体の 10%程度の破片が球形に似た形状となっ

ていることがわかる． 

図-20には，破片長径の発生頻度分布を示す．供試体 

寸法の制約から，200mm より大きな破片は生じ得ない

が，50～60mm に最頻値があり，50～120mm の範囲に大

半が属していることがわかる．すなわち，水セメント比

および最大粗骨材寸法が破片の形状に及ぼす有意な差異

は見出せない． 

d) 飛散速度 

図-21に水セメント比区分ごとの供試体における飛散片

の速度分布を示す．大半の飛散片速度は変形速度(≒1.9 

m/s)よりも大きく，破裂するように供試体に蓄えられた

ひずみエネルギーが解放されていることがわかる．また，

図中には対数正規分布の近似曲線を示している．最頻値

は変形速度とほぼ同じであり，2.3％超過確率値 )2( σ は

変形速度の約 3倍の 6 m/sとなっている． 

図-22 は，飛散片の質量～速度関係を示す．全体的に

ばらつきが大きく，明瞭な関係は見出し難い．図中に

0.01と 0.1 Jおよび 1.0 Jの等エネルギー線を示しているが，

 
図-16 軟化勾配( 1ζ ) 
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図-18 急速載荷後の破片の分散例(G20-W/C57) 
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飛散片の運動エネルギーは概ねこの 0.01～1.0 Jの範囲に

あることがわかる．よって，概して軽い破片は大きい速

度で飛散する傾向があるともいえる． 

e) 入力エネルギーの運動エネルギー変換率 

各飛散片の質量と速度に基づいて飛散片の全運動エネ

ルギーを求めた．なお，図-18 に示したように，後方や

側方に飛散した破片の一部は高速ビデオカメラを用いた

速度計測ができなかったため，その個数分を比例増分推

定している．その上で，各供試体の飛散運動エネルギー

～入力エネルギー関係をプロットすると図-23 のように

なる．図中には全体の平均エネルギー変換率 2.1%の線

と 1.1および 3.1%の線を示している．G25-W/C50では，

運動エネルギーが 6 J 程度でまとまった分布であるのに

対して，G25-W/C57 では，入力エネルギーが G25-W/C50

と同程度であるにもかかわらず，運動エネルギーが大き

くばらついていることがわかる．このように，運動エネ

ルギー～入力エネルギー関係は，ばらつきが大きく，強

度や最大粗骨材寸法もしくは水セメント比などに有意な

差異を見出せない． 

ちなみに，図-3 で示した静的な載荷における入力エ

ネルギーは飛散する破片が生じない．そこで，急速載荷

によって生じた入力エネルギー増分の一部が運動エネル

ギーに変換された可能性について検討するため，運動エ

ネルギーと入力エネルギーの静的載荷実験に対する急速

載荷実験結果の増分量との関係を図-24 に示す．図より

運動エネルギーと入力増分エネルギーの関係にも，大き

なばらつきがあり，両者に明瞭な関係があるとは言い難

い．また，平均すると増加したエネルギーの 5.6%しか

運動エネルギーに変換されておらず，図-17 で示したひ

ずみ速度効果による入力エネルギーの増加は，決して破

片の飛散運動エネルギーへの変換によって生じたもので

はないことがわかる． 

  
 (a) Gmax=10mm (b) Gmax=20mm (c) Gmax=25mm 

図-19 質量～破片長径関係 

 
 (a)  水セメント比区分 (b)  最大粗骨材寸法区分 

図-20 破片長径分布 
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 (c)  W/C=50% (d)  W/C=40% 

図-21 速度分布 

0 50 100 150 200
0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

破片長径　(mm)

質
量

 (
g

)

a

3

6
am ρπ

=

a
b

2

6
bam ⋅= ρπ

5.4=
b

a

0 50 100 150 200
0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

破片長径　(mm)

質
量

 (
g

)

a

3

6
am ρπ

=

a
b

2

6
bam ⋅= ρπ

5.4=
b

a

0 50 100 150 200
0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

破片長径　(mm)

質
量

 (
g

)

a

3

6
am ρπ

= a
b

2

6
bam ⋅= ρπ

5.4=
b

a

0

0.05

0.10

0.15

0.20

破片長径  (mm)

30 40 50 60 70 80 90 100 120 140 160 180 200

相
対

度
数

0.25

W/C66

W/C57

W/C50

W/C40

0

0.05

0.10

0.15

0.20

破片長径  (mm)

30 40 50 60 70 80 90 100 120 140 160 180 200

相
対

度
数

0.25

G10

G20

G25

土木学会論文集Ａ Vol.65 No.3,683-701,2009.8

690



 

 

 

4.  個別要素による飛散解析手法 

 

(1)  解析モデル 

実験結果によると，コンクリート材料の強度特性と破

片との詳細な因果関係を明らかにすることは困難である

が，供試体に入力された変形エネルギーの 1～3%が破片

の運動エネルギーに変換されて，大小の破片を形成し，

破壊前の供試体の変形速度と同等もしくは 3倍程度の飛

び出し速度を持って飛散することが明らかになった． 

この実験結果の解析を個別要素法によって，図-25(a)

に示す 3次元規則配列モデルを用いて行うこととした．

すなわち，直径 10mm (R=5.0mm)の球形要素(2083個)を用

いて，図-25(b)に示す I，IIパターンのような六角形配列

を交互に積み上げ，均一な接触点数となる最密充填で配

列した．そのうえで，図-25(a)に示すように解析モデル

の上下を平面要素ではさみ，図-9 から求められる変位

～時間関係を上側の平面に与えた．なお，図-25(a)で濃

い灰色で示した載荷板と接する要素は，端面摩擦を考慮

して，平面要素と接触中はばねの変形を小さくするよう

に制御して相互に離れないようにした． 

 

(2)  運動方程式の解析基本式 

図-25 の一部を構成する要素を図-26 のように一般化

すると，三次元における運動方程式は次のように表せる． 

 )()()()( k tttt FFuDuM =++ &&&  (4) 

ここで，M ：質量マトリクス，D ：減衰マトリクス，

k
F ：ばね剛性による力ベクトル，F ：外力ベクトル，

u ：変位ベクトル，(・)：時間に関する 1次微分． 

一方，加速度項を中心差分法により，また，速度項は

後進差分法により近似化すると，次式となる． 
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これを式(4)の運動方程式と連立して解き，時間

)( tt ∆+ における変位を求めると次式が得られる． 
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図-22 質量～速度関係 

   
 図-23 入力エネルギー～運動エネルギー関係 図-24 入力増分エネルギー～運動エネルギー関係 
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 )()( ttt ∆−−=∆ uuu  (7-b) 

ここで， u∆ ： t∆ 秒間のu の増分． 

 

(3)  つり合い条件式 

接触力を表現するため要素間の接触点におけるばねモ

デルは図-27 に示すように法線方向のばね(
n

f :力，
n

q :

変形量)，接線方向のばね(
s1

f ，
s2

f ，
s1

q ，
s2

q )を設定

し，また，並列するダッシュポットを設置している． 

剛性による力
k

F は，弾性時には，剛性マトリクスK

と要素間変位 )(tu によって 

 )(
k

tKuF =  (8) 

と表されるが，非線形応答域における処理のため，次の

ように各要素に設けられたばね力の集成によって与える． 

 )()(
1

T

k tt
m

j

ijiji ∑
=

= fCF  (9) 

ここで，
ik

F ： i 要素に設けられたばねから受ける力の

ベクトル， )(t
ij

f ： i 要素に設けられた j 番目のばねの

時刻 t における力， T

ijC ：力のつり合いマトリクス，

m：i 要素に関連するばねの総数(配位数)． 

力のつり合いマトリクスは，図-27 における局所座標

系におけるつり合い条件を全体座標系に変換したもので

あり次式となる． 

 
TT ~
ijijij CTC =  (10) 

ここで， T~
ijC ：局所座標系でのつり合いマトリクス，

T：座標変換マトリクス． 

 

(4)  適合条件式 

また，変形適合条件はつり合いマトリクスと転置関係

にあり，次式によって与えられる． 

 ⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
=

j

i

ijij
u

u
Cq  (11) 

ここで， ijq : i 要素における j 番目ばねの変形量， ijC :

変形適合マトリクス． 

 

(5)  構成則 

本研究の目的とする飛散シミュレーションを適切に行

うためには，図-28 の弾性を支配するばね係数
n

k ，
s

k

などの局所的なばねの構成則を決定する必要がある．し

かし，コンクリートの構成則パラメータはスケール依存

性がある 31)ものの，実用的には図-28(a)，(b)に示すよう

なコンクリート要素試験を基に決定されるものであり 32)，

一般に平均応力と平均ひずみの関係が既知関係として与

えられる． 

 AP=σ  (12) 

 hδε =  (13) 

ここで，σ ，ε ：それぞれ，平均応力および平均ひず

み，P ：供試体に作用する荷重， A ：供試体の断面積，

δ ：供試体の変形量，h ：供試体の高さ． 

ただし，式(12)，(13)には，要素試験の「要素内の応力

およびひずみは偏りなく平均的に分布している」とする

仮定が用いられている． 

一方，個別要素法では，図-28(c)，(d)に示すように，

ばねの代表面積，代表長さによって次式の関係がある． 

 
PA

fn=σ ，
n

n

l

q
=ε  (14-a,b) 

 
PA

fs=τ ，
s

s

l

q
=γ  (14-c,d) 

ここで，σ ，ε ：それぞれ法線方向ばねの応力および

ひずみ， PA ：1個の要素の代表面積 )/( PNA= ， PN ：

図-25 の IIパターンの個数，τ ，γ ：それぞれ接線方向

ばねの応力およびせん断ひずみ，
n

l ，
s

l ：それぞれ代

表長さであり，図-25 の規則配列を前提として，次のよ

うに与えるものとする． 

 R2
n
=l  (15-a) 

 R2s =l  (15-b) 

ここで，R ：要素の半径． 

このようにして求められる図-28(b)と(d)は，いずれも

コンクリートの応力～ひずみ関係であるが，非弾性領域

の挙動においては，応力もしくはひずみの供試体全領域

における均一性の仮定が成立しない．すなわち同時刻に

おける応力状態(ひずみ状態)は，場所によって異なる状
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図-25 解析モデル 

 
図-26 全体座標系と局所座標系 
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態となる．このひずみの局所化によってその一部は破片

となって飛び出し，一部は残ることになる．よって，図

-28(b)と(d)の 2 つの応力～ひずみ関係は異なるものとな

る．一方で，局所的な応力～ひずみ関係だけを求める試

験法は見当たらない 31)． 

本研究では，図-25の規則配列で，最小要素スケール

が10mm程度の解析法における構成則について検討する

ことを前提として，図-29に示す法線方向ばねの応力～

ひずみ関係，図-30に示す接線方向ばねの応力～ひずみ

関係と，この2つが共有する図-31に示すモール・クーロ

ン型の限界状態を組み合わせて用いるものとした．ちな

みにこの要素の大きさは，クーラン条件33)ではタイムス

テップ1.0×10
-7で安定して運動方程式が解けることに相

当する． 

a) 弾性領域27) 

弾性領域におけるばねの構成則は，次式のヤング係数

E とせん断剛性係数G によって決定される． 

 εσ E=  (16-a) 

 γτ G=  (16-b) 

ここで，図-28(c)と(d)とを関係付ける要素の代表面積

P
A は，図-32 に示すように円柱供試体の断面積を要素

配列 II パターンの投影面積に比例配分したうえで，図-

33 に示す規則配列の幾何学的特性を連立して解くと，

平均応力とばねの応力の関係および，平均ひずみとばね

のひずみの関係が求められる． 

 σσ 1C=  (17-a) 

 στ 2C=  (17-b) 
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 εε 3C=  (18-a) 

 εγ 4C=  (18-b) 

 V

2

V

2

3 cossin θνθ −=C  (18-c) 

 VV4 cossin)1( θθν+=C  (18-d) 

ここで，
V
θ ：図-33 に示す正四面体 abcd において辺 a-b

と底面がなす角(=54.73°)，
H

θ ：正四面体 abcdにおいて

底面の各辺がなす角(=60°)，ν ：ポアソン比，
1

C ，
2

C ，

3C ， 4C ：幾何的変換係数．よって，次式によってヤ

ング係数とせん断剛性係数が求められる． 

 ( )31 CCEE =  (19-a) 

 ( )42 CCEG =  (19-b) 

図-34 に G20-W/C50における実験結果を用いて決定さ

れたパラメータによる解析結果を示す．解析の応力～ひ

ずみ関係は，平均ひずみおよび側方ひずみとも実験値と

よく一致していることがわかる．ただし，図-34 のひず

みは供試体中心部のものである．図中には供試体の高さ

方向中央部の周長から求めた側方ひずみをの点線で示し

ているが，この場合のポアソン比は 0.07 である．図-35

には，解析断面における法線方向と接線方向応力比分布

を示す．ここで応力比 1ξ とは式(17-a)から求められるば

ねの応力に対する比率を示している．また，せん断応力

比 2ξ は式(17-b)から求められるばねのせん断応力との比

を示しており，次式で与えられる． 
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図-28 巨視的構成則と局所的構成則(ばね) 

 
図-29 法線方向ばねの応力～ひずみ関係 

 
図-30 接線方向ばねの応力～ひずみ関係 
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APCC

τ
σ
τξ ==  (21) 

これより，端面付近では法線応力が平均応力よりも大

きく，逆に側面では小さくなっていることがわかる．ま

た，最も比率が大きいのは，実験で斜めひび割れの発端

となる肩部であり，法線応力で 1.12，せん断応力で 1.25

程度となっている． 

b) 引張限界および引張ばねの軟化 

法線方向ばねについては引張強度に達すると，その後

は引張破壊エネルギーを基準として軟化勾配を変化させ

る 1/4 モデル 23) ,34)に従う非線形構成則とした．なお，引

張側終局ひずみ tf
ε を超えた後の再接触では，引張に対

して抵抗しない．引張破壊エネルギー F_anaG は，次のよ

うに求められる． 

 PAGG ×= unit_FF_ana  (22) 

ここで， unit_FG ：引張実験から得られる単位面積当た

りの引張破壊エネルギー． 

また，式(17-c)より引張限界応力は次式によって求め

られる． 

 ny1ny σσ C=  (23) 

ここで， nyσ ：表-2 に示した引張実験から得られる引

張強度， 1C ：式(18-c)によって求められる幾何的変換係

数， ny
σ :図-29の構成則用の引張限界値． 

なお，1/4 モデルの定義に基づき，引張軟化勾配変化

点ひずみ lny
ε ，引張終局ひずみ

nf
ε は次式により定義さ

れる． 

 nyF_unitny /75.0 σε G=l  (24-a) 

 nyF_unitnf /5.0 σε G=  (24-b) 

よって，引張軟化勾配
T1

ψ ，
T2

ψ は，次式により求まる． 

 F_unit

2

nyT1 Gσψ =  (25-a) 

 F_unit

2

nyT2 17Gσψ =  (25-b) 

なお，高速変形時には，引張限界力 ny
σ および引張破

壊エネルギー F_unit_dG を，藤掛ら 35)の提案式に従って，

ひずみ速度効果により増加させるものとした．すなわち， 
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ここで，
s
ε& ：静的載荷のひずみ速度，ε& ：急速載荷の

ひずみ速度， ny_sσ ：静的載荷時の引張限界力， ny_dσ ：

ひずみ速度ε& で載荷した場合の引張限界力， F_unit_sG ：

静的載荷時の破壊エネルギー， F_unit_dG ：ひずみ速度ε&
で載荷した場合の破壊エネルギー． 

よって，引張域(負のひずみ値)の応力～ひずみ関係は

次式となる． 

 )( nyT1ny εεψσσ −+=   )( nyny εεε <<l  (27-a) 

 )(4 nyT2ny lεεψσσ −+=   )( nynf lεεε <<  (27-b) 

 0=σ   )( nfεε <  (27-c) 

c) モール・クーロンの破壊基準 

図-31 に示すように，せん断応力にモール・クーロン

の破壊基準を設ける． 

 
000

cr tanφστ += c  (28) 

ここで， 0

crτ ：初期限界せん断応力， 0c ：初期粘着力項，
0φ ：初期内部摩擦角． 
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図-32 要素 1個分の代表面積 
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図-33 正四面体の頂点の球形要素と要素間ばね 

 

 
図-34 弾性領域ばね剛性の検証 
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図-35 弾性解析における応力分布 
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初期粘着力 0c については，上田 36)は粘着力は圧縮強

度の 0.138 倍であるとし，また，一般に引張強度は圧縮

強度の 1割程度とされていることを考慮して，次式によ

って与えるものとした． 

 
ny

0 4.1 σ=c  (29) 

したがって，要素間ばねに与える初期粘着力 0c は式(23)，

(29)から，コンクリート圧縮強度の 1/10 以下になること

がわかる． 

初期内部摩擦角 0φ については，コンクリートの破壊

面との関係から，次式によって求めるものとした． 

 )45(20 °−= fθφ  (30) 

ここで， fθ ：せん断破壊面の水平面となす角． 

d) せん断応力限界 

モール・クーロンの破壊基準は，図-31 で示すように

ある臨界点で一定となる． 

 
maxcr

ττ =  (31) 

ここで， maxτ ：臨界せん断応力． 

ところで，式(12)から(31)に至る設定を用いてパラメー

タ設定を行うと，弾性範囲の法線ばね力と接線ばね力の

増分方向 )/( 122 ξξC は内部摩擦角との差異が小さいため，

図-36 に示すように式(31)の限界によって非線形応答の

開始点が決定付けられる．また，式(20)，(21)による断面

内の応力比分布を考慮し，式(17)と連立して解くと，初

期臨界せん断応力 0

maxτ を設定する次式が得られる． 

 max2

0

max σξτ C=  (32) 

 12 /ξξξ =  (33) 

ここで，ξ ：強度補正係数であり，設定法は後述する． 

e) 引張限界および軟化域 

図-29，30 に示すような一旦限界状態に達した接触ば

ねの限界線は，図-37 に示すように，すべり塑性変形に

応じて縮小するものとした．すなわち， 

 
0

maxmax
ττ S=  (34-a) 

 
0Scc =  (34-b) 

 
0tantan φφ S=  (34-c) 

 0

nyny
σσ S=  (34-d) 

ここで，
max

τ ，c， φtan ， ny
σ ：縮小後の限界値パラメ

ータ，S ：局所の軟化係数であり，図-37 に示すように

次式によって与えられるものとした． 

 )(0.1 e

1
γγψ −−=S   )( 1

PP γγ ≤  (35-a) 

 )(
p

1

e

21 γγγψ −−−= SS   )( 1

PP γγ >  (35-b) 

ここで，
1

S ：第 1 段階軟化領域の終了点， 1τψ ， 2τψ :

それぞれ，第 1，2 段階の局所の軟化勾配，
eγ ：弾性せ

ん断ひずみ， p

1γ ：
1

S に対応する塑性せん断ひずみ． 

ところで，図-15 に示すように実験結果の平均応力～

平均ひずみ関係から平均応力～平均ひずみ関係における

軟化係数 1ζ ， 2ζ が与えられる．仮に軟化領域において

も弾性領域と同様な比率が平均応力と局所の応力～ひず

み関係に成立するならば，図-37 の局所の軟化勾配は次

式によって与えられる． 

 
1

4

2
1 ζψτ

C

C
=  (36-a) 
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2
2 ζψ τ

C

C
=  (36-b) 

ただし，局所が軟化を開始すると，周辺の弾性ひずみエ

ネルギーの解放を吸収するために，その局所に急激に塑

性ひずみが集中するため，弾性と同様の比率は成立しな

い．そのため，式(36)を補正するものとした． 
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図-36 モール・クーロンの破壊基準とばねの応力 
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図-37 縮小係数 

 

表-3 基準パラメータ 

パラメータ名 基準パラメータ 

ばね剛性 E (N/mm2) 1.00×104 

G (N/mm2) 4.53×103 

粘着力 c0 (N/mm2) 2.53 

摩擦係数 

【摩擦角】 

0tanφ  

 [
0φ (°)] 

0.754 

[ 37 ] 

軟化勾配 1ψ  (N/mm2) (α1=1) 7.53×103 

2ψ  (N/mm2) (α2=2) 7.48×102 

S1 0.3 

せん断応力限界 0
maxτ  (N/mm2) (ξ=1) 4.38 

引張限界 σny_d (N/mm2) -2.30 

引張破壊エネルギー GF_ana_d (J/m
2) 8.57×10 
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図-38 補正係数の検討 

土木学会論文集Ａ Vol.65 No.3,683-701,2009.8

695



 

 

 
2

4

2
22 ζαψτ

C

C
=  (37-b) 

ここで， 1α ， 2α ：それぞれ軟化勾配 1τψ ， 2τψ に対す

る補正係数． 

 

 

5.  確定パラメータによるシミュレーション結果 

 

前述の要領によって，水セメント比G20-W/C50のコン

クリート供試体の急速載荷実験に基づく構成則パラメー

タは表-3のように求められる．ただし，式(33)の強度補

正係数ξ ，および式(37)の軟化勾配の補正係数
1α ，

2α
は，実験に同定して決定する必要がある．図-38には，

21 αα = の条件下でこれらをパラメトリックに変化させ

た場合の解析結果を実験値と比較して示す．まず，

0.1=ξ ， 0.121 ==αα とした場合の荷重～変形関係に

おいては，実験強度の77%までの弾性応答は実験結果を

再現できているものの，その直後に脆性的に破壊する．

図-39に，この解析における要素の移動速度，せん断ば

ね変形，および接触力分布の推移を示す．なお，破壊挙

動では要素の速度ベクトルを赤線で示し，接触力分布で

は圧縮を黒，引張を赤の実線で示している．図-39(a)の

t=3.50msecは弾性領域であるので，接触力がほぼ均一に

分布し，同時にせん断変形も均一で極めて小さい．図-

39(b)の最大耐力に達したt=3.70msecでは，せん断変形分

布の均一性は概ね保たれているが，図-39(c)のt=3.76msec

では，荷重が最大耐力の3/4程度まで低下し，せん断変

形分布は供試体断面をX字にクロスする卓越したせん断

変形量の連続線が現れる．その線上においては肩部が大

きなせん断変形となり，接触力が斜め外向きに作用して

いる．その結果，この供試体の肩部の要素が1～4m/sで

移動し始めている．図-39(d)のt=3.81msecは荷重が最大耐

力の1/3程度まで低下した時刻であり，図-39(e)は抵抗力

が完全に失われた時刻である．X字線上のせん断変形の

卓越が顕著になり，供試体の中心部のみに接触力が集中

し，外側へ押し出すように働いている．このため外側の

要素は塊となって約4m/sの速度で飛び出している．その

後，上下の円錐塊内のせん断変形は弾性除荷して零にな

っている． 

図-35における分析では，弾性時の局所では，平均応

力に対して応力比ξ の最大値が1.5となっていることか

ら，式(32)における強度補正係数ξ を1.5にすると図-38

の水色線のようになり，確かに実験値の最大荷重を再現

することができる．しかし，最大荷重後に脆性的に荷重

が低下する点は実験値を再現できていない．軟化領域の

勾配をより良く再現ためするに， 05.021 ==αα とした

場合を緑線で示すが，右肩部での応力状態がモール・ク

ーロンの破壊基準に達した後の供試体内におけるX字状

の破壊線の形成に粘りができるため，最大荷重が実験値

よりも大きくなってしまう． 

よって，このような軟化補正係数との相互作用を考慮

しながら
21 αα = とする条件下において各補正係数をパ

ラメトリックに探索すると，図-38に示すように，

2.1=ξ ， 06.021 ==αα において最も適合の良い結果が

得られる．ただし，変形 2.1=δ mm以降の裾野のよう

な粘りは表現できてない． 

図-40には，この 2.1=ξ ， 06.021 ==αα とした場合

の飛散過程を示している．図-40(a)のt=4.13msecは，図-

39(b)に対応する最大荷重直後の応答である．断面内は完

全に弾性ではないので，上下の外側から斜めにせん断変

形が現れ始めている．このため接触力は，肩部において

やや外向きの力が働き，また，供試体の中間高さの外側

要素が外向きに動き始めている．その後，図-40(b)の

t=4.31msecでは，せん断変形の連続線がX字形状で形成さ

れ，接触力も各点において斜め方向に働いており，外側

へ押し出す力が内部に発生している．この傾向は

t=4.53msecまで促進され，外側へ約1m/sではじき出され

 
(a) t=3.50msec 

 
(b) t=3.70msec 

 
(c) t=3.76msec 

 
(d) t=3.81msec 

 
(e) t=3.87msec 

 荷重過程 破壊挙動 せん断変形分布 接触力分布 

図-39 0.1=ξ ， 0.121 ==αα における飛散過程 
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るくの字形三角形の塊が形成されている．さらに，

t=4.79msecではせん断変形の卓越線に沿ってくの字形の

くさび塊は離反する．その内部には，引張力が分布して

発生しており，X字状線上においてのみ，圧縮力が発生

している．これより，2つの塊は相互に押したり，逆に

離反を引き止める力が働いたりして，応力が伝播してい

ることがわかる． 

以上の結果より，図-28で述べた巨視的な変形と局所

的な変形の相違を制御するために設けた式(37)の役割が

理解できる． 

続いて，荷重～変形関係の裾野領域を適合させるため，

06.01 =α と固定し，
2α を0.01まで低減させると，図-41

に示すような荷重～変形関係が得られる．
2α を小さく

するにつれて，100kNより小さな荷重領域で若干粘りが

でき始め， 01.02 =α の場合に， 0.2=δ  mm以降に実験

と同程度の粘りが見受けられる．ただし，振動のような

荷重の増減が見られる． 

図-42に，この 2.1=ξ ， 06.01 =α ， 01.02 =α とした

場合の， 0.1=δ mm以降に対応する要素挙動を示す．図

-42(a)のt=4.56.msecの状態は，図-40(c)で示したt=4.53msec

の荷重状態に対応し，両者はほぼ同じ状態である．図-

42(b)のt=4.92msecは，図-40(d)とせん断変形分布がほぼ同

等であり，図-40ではこの2つの状態変化に0.26msec要す

るが，図-42では0.36msecである．このため，外側要素の

速度ベクトルは図-40(d)に比して小さく，概ね2m/s程度

となっている．その後，図-42(c)のt=5.14msecでは抵抗力

が再度持ち直しているが，X字破壊線上の要素間ばねが

再接触のようになり圧縮応力が再増加しているためであ

る．t=6.00msecで抵抗力が失われた状態では，X字状破壊

線状のせん断変形の集中はさらに顕著となるが，内部の

接触力分布は図-40(d)の状態とほぼ同様のものとなって

いる．このように，徐々に応力が低下するため，外側要

素の速度ベクトルは図-40(d)よりも小さく，約1m/sの速

度が維持されている． 

図-43に実験で得られた図-12に対応する飛散状況と写

真-2に対応する最終破砕片形状を示す．これより，

06.021 ==αα の場合，破砕片は軸対称形で正確に6つ

 

(a) t=4.56msec 

 

(b) t=4.92msec 

 

(c) t=5.14msec 

 
(d) t=6.00msec 

 荷重過程 破壊挙動 せん断変形分布 接触力分布 

図-42 2.1=ξ ， 06.01 =α ， 01.02 =α における飛散過程
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図-40 2.1=ξ ， 06.021 ==αα における飛散過程 
 

 
図-41 軟化補正係数の検討( 2.1=ξ ， 06.01 =α ) 
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のくの字形三角形の破片が形成され，この塊が4.5m/sで

飛び出すことがわかる．ちなみに，その飛散速度は実験

の大きい塊のものより大きい．一方， 06.01 =α ，

01.02 =α とした場合にも，軸対称形の破砕片が形成さ

れるが，水平方向の速度が小さいため，破壊後は重力に

より落下している．すなわち，実験の飛散速度を表現で

きていない． 

図-44に解析で得られた各破片の速度～質量関係を示

す．ここで，解析結果の飛散速度は飛散片の分裂が生じ

なくなる載荷開始から0.1s後の要素の塊ごとの並進方向

速度である．解析では完全に軸対称形状の破壊片が形成

され，それらの3つずつは全く同じ質量と速度を有して

いる．よっていずれの解析でも，プロットされている速

度～質量関係の点に実験のようなばらつきは表現できて

いない． 

 

 

6.  引張限界のランダム性の影響 

 

前述のように確定的な構成則では，破壊面が確定的に

形成されるため，実験で観測されたばらつきのある飛散

片を形成できない．また，軟化領域の粘りを大きくする

と飛散エネルギーが小さく，逆に粘りを小さくすると飛

散エネルギーが大きくなる．このように軟化領域の粘り

表現と飛散片の運動エネルギーとはトレードオフ関係に

なり，実験結果と同じような荷重の粘りと飛散エネルギ

ーとを両立できない．そこで，図-4に示した実験の引張

限界や引張破壊エネルギーのばらつきが大きいことに着

目して，ばねの引張構成則にばらつきを与えることを検

討した．すなわち，図-45に示すように，引張限界にば

らつきを与える．その際の破壊エネルギーは応力～ひず

み関係の形状と相似性を保つことに伴ってばらつくもの

とする．表-2によると引張限界のばらつきは変動係数に

して30～60%である．そこで，表-3で示した引張限界の

パラメータを平均値として，変動係数 3.0=
nfσρ ，およ

び 6.0 を与えて検討を行った．ばらつきは図-46に示す

ように，引張限界が正規分布の確率分布となるように，

かつ，空間的には図-46(c)に示すように均等分布となる

ように設定した． 

図-47に確定的パラメータで実験結果を最も良く再現

できていた 2.1=ξ ， 06.01 =α ， 01.02 =α において，

変動係数 3.0=
nfσρ ，および 6.0 とするばらつきを与え

た場合の荷重～変形関係を示す．これより， 3.0=
nfσρ

の結果は，確定的解析結果とあまり変わらないことがわ

かる．実際，破片の形成や各破片の速度のばらつきにお

いても，顕著な違いは見られなかった．一方，

6.0=
nfσρ とした場合には，最大荷重が実験値より少し

小さい点や初期の軟化勾配が実験よりも急になる点が異

なっているが，裾野における滑らかな曲線が得られてい

る点では，むしろ実験結果に近づいている．そこで改め

て， 3.1=ξ として最大荷重を高め， 05.01 =α として初

期軟化勾配を緩やかにするとともに，裾野の始まりを少

し大きな荷重に対応させるために 3.01 =S を 5.01 =S と

大きくしたうえで， 6.0=
nfσρ とした解析結果を図-48に

示す．また，構成則にばらつきを与えることは，解析す

るたびに解析結果が異なるので，その影響を検討するた

め，異なる5回の解析結果を示している．解析結果の荷

重～変形関係は，実験結果をよく再現できており，5回

の解析のばらつきは，裾野付近で若干大きくなるが，概

ね再現性があり，図-13に示した実験における供試体の

(a)   t=15msecs 

(b)   t=45msecs 

(c)   t=100msecs 

   
(d)   最終破片形状 

(a) 2.1=ξ ， 06.021 ==αα  (b) 2.1=ξ ， 06.01 =α ， 

  01.02 =α  

図-43 破壊形状 
 

図-44 破片の速度～質量関係 

 
図-45 引張限界のばらつきモデル 
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同一条件に対する荷重～変形関係のばらつきに比しても

同等もしくはむしろ小さくなっている． 

図-49には，破片の形成過程と最終形状を示している

が，異なった形(質量)の破片が異なった速度を有するよ

うに形成されることがわかる． 

図-50には，各破片の速度～質量関係を実験と比較し

て示す．なお，実験はW/C=50%における9回分の結果を

示しており，解析は図-48に示した5回分を示している．

引張限界にばらつきを与えることにより，破片の質量の

ばらつきを概ね表現できることがわかる．ただし，実験

では，小さい破片の速度が大きくなる傾向があるのに対

して，解析では再現できておらず，この点については今

後の検討が必要である． 

図-51には，入力エネルギーに対する破片の運動エネ

ルギー変換量を実験結果と比較して示している．確定的

パラメータで荷重～変形関係が裾野部分を除いて最も良

く再現できている 2.1=ξ ， 06.021 ==αα ， 3.01 =S と

した場合は，入力エネルギー307 Jに対して，飛散片の運

動エネルギーが20 Jであり，実験に比してエネルギー変

換量が過大な飛散シミュレーションとなっている．一方，

確定的パラメータで実験の荷重～変形関係を最もよく再

現で きている 2.1=ξ ， 06.01 =α ， 01.02 =α ，

3.01 =S 場合では，入力エネルギー385 Jに対して，飛散

片の運動エネルギーが2.6 Jで，エネルギー変換率が実験

結果より小さくなり，やはり良いシミュレーション結果

が得られない．これに対して，引張限界のばらつき

( 6.0=
nfσρ )を考慮した図-48の5回の解析結果は変換率が

1.1～3.0%の間である．コンクリートは大きなばらつき

 
図-48 引張限界ばらつき考慮( 6.0=

nfσρ ) 

 (a)   t=15msecs (b)   t=45msecs 

 
 (c)   t=100msecs( d)   最終破砕片形状 

図-49 破壊形状( 3.1=ξ ， 05.01 =α ， 04.02 =α ，
5.01 =S ， 6.0=

nfσρ ) 
 

図-50 質量～速度関係 
 

図-51 入力～運動エネルギー関係 

実験

荷
重

　
(k

N
)

変形　(mm)

0 1.0 2.0 3.0 4.0
0

100

200

300

400

500

5.0,04.0,05.0,3.1 121 ==== Sααξ

 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0 10 100 1000 10000

速
度

(m
/s

)

質量(g)

実験

ランダムパラメータ解析

 

運
動

エ
ネ

ル
ギ

ー
(J

)

0 100 200 300 400 500

入力エネルギー(J)

0

5

10

15

20

2.1%

1.1%

3.1
%

実験(W/C=50%)

確定的パラメータ
06.0

21
==αα2.1=ξ 3.0

1
=S

ランダムパラメータ(5回分)

05.01 =α 04.02 =α3.1=ξ 5.01 =S

06.01 =α 01.02 =α2.1=ξ 3.01 =S

確定的パラメータ

6.0=
nfσρ

 
 (b) 破壊エネルギー (c) 断面内の引張限界のばらつき

図-46 引張限界のばらつきモデル 
 

 
図-47 引張限界ばらつき考慮荷重～変形関係 

 ( 2.1=ξ ， 06.01 =α ， 01.02 =α ， 3.01 =S ) 
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を有する材料ではあるものの，実験結果も変換率では平

均2.1%で±1%程度の範囲に分布していることから，その

ばらつきを含めて実験をよく再現できており，良いシミ

ュレーション結果となっている．ただし，コンクリート

が骨材とセメントマトリクスの複合体であることから，

要素の大きさ，配列等のばらつきの影響についても今後

検討する必要がある． 

 

 

7.  結 言 

 

本研究は，急速載荷実験による円柱供試体のコンクリ

ート破壊実験を行い，その際に生じる飛散片の性状や飛

散エネルギーについて検討をしたうえで，球形要素規則

配列モデルによる個別要素解析を行い，個別要素法の飛

散片シミュレーションへの適用性について検討したもの

である． 

まず実験結果を要約すると以下のようになる． 

(1) 再現性の高い急速載荷圧縮破壊実験においても最大

粗骨材寸法や水セメント比による，飛散片の形状や

大きさおよび運動エネルギーに及ぼす有意な影響は

見出せなかった． 

(2) 飛散片は球形のものが若干生起するが，大半は長径

／短径比が概ね4.5となる細長いものとなる． 

(3) 個々の有する破片の運動エネルギーは非常に大きな

ばらつきがあるものの，小さく軽い破片が相対的に

大きな速度を有する傾向がある． 

(4) 圧縮破壊に必要な全入力エネルギーに占める飛散片

の運動エネルギーは，ばらつきが大きいものの非常

に小さく，1～3%程度である． 

また，個別要素解析の結果を要約すると以下のように

なる． 

(1) 円柱供試体の平均応力～平均ひずみ関係を基に，弾

性構成則のパラメータ決定法，および非線形軟化領

域のパラメータ決定法を提案した．なお，軟化領域

では応力～ひずみ関係の局所化に伴って生ずる非相

似性を制御するための補正係数を導入して，パラメ

ータ決定を行うものとしている． 

(2) 上述のパラメータ決定法において，弾性領域では規

則配列の特性を利用して，平均応力～ひずみ関係の

ヤング係数およびポアソン比を与えれば解析式によ

って局所ばねのヤング係数およびせん断係数を決定

できることを示した． 

(3) 上述のパラメータ決定法において，非線形領域の強

度補正係数を1.2, 第1段階軟化補正係数を0.06, 第2段階

軟化補正係数を0.01とすることにより，軟化におけ

る荷重～変形関係を概ねシミュレーションできるこ

とを示した． 

(4) 前項で述べた確定的に構成則パラメータを同定した

場合には，荷重～変形関係の再現性と飛散運動エネ

ルギーの再現性がトレードオフ関係となる．また，

規則配列で確定的な構成則パラメータであるため，

飛散片は軸対称形の合同形となり，実験に見られる

飛散片形状の多様性は表現できないことを示した． 

(5) 規則配列であっても，ばねの引張強度と引張破壊エ

ネルギーに変動係数60%程度のばらつきを与えある

と，荷重～変形関係における裾野領域の粘りについ

てもよく再現できるとともに，入力エネルギーに対

して1～3%の総運動エネルギーを有しつつ，多様な

形状，質量のばらつきを有する飛散片シミュレーシ

ョンが可能であることを示した． 

(6) ただし，実験で見られた小さな破片ほど飛散速度が

大きくなる傾向は再現できていない．また，規則配

列の最密充填モデルであり，要素の大きさも10mm径

のものに限ったうえでの構成則パラメータ決定であ

ることなどの制約があり，今後の検討が必要である． 
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FRAGMENT SCATTERING OF CONCRETE SPECIMEN SUBJECTED TO HIGH 

SPEED LOADING AND SIMULATION USING DISTINCT ELEMENT METHOD 

 

Daisuke HARAKI, Satoshi KATSUKI and Masuhiro BEPPU 

 
   This paper proposes an experimental approaches on the fragment scattering behavior of concrete 

specimen subjected to about 2.0m/s velocity high speed loading, and analytical approaches on these 

behavior by using 3-dimentional distinct element method. First, the high speed loading experiment are 

carried out to the concrete specimens, which have different aggregate size and different water cement 

ratio. The fragment characteristics, i.e., shape, mass, and velocity are measured, and the kinetic energy 

conversion ratio is discussed. Secondly, the applicability and some modification of the distinct element 

method for this phenomena are discussed. 
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